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（別紙１）企画提案書作成要領 

  

 企画提案書の作成にあたっては、仕様書や機能要件一覧を理解のうえ、次のとおり作

成すること。 

 

１．共通事項 

 

（１）Ａ４版、両面可、但し、図表等については、Ａ４横、Ａ３縦・横の様式も可とす

る。（Ａ３サイズのものはＡ４に折り込むこと。） 

（２）提案書鑑には、住所、企業名及び代表者名を記載し押印すること。 

 

２．企画提案書の構成等 

  以下に示す順に項目を明記して作成するものとし、各項目において重複する内容は、 

引用するなどして極力省略するとともに、専門知識のない者にも分かりやすい表現と 

すること。 

 

〈提案書の項目〉 

 

（１）提案者の信頼性について 

①実績 

   本町と同規模程度の自治体において本業務と同様の業務を行った実績について

記載すること。 

②保有する資格 

   本業務の遂行に有用な保有する資格について記載すること。 

   ※それぞれの資格証明書の写しを添付すること。 

（２）財務会計システム導入の考え方について 

   システム導入について、基本的な考え方・取り組み方について記載すること。 

（３）システムの概要について 

  ①システムの全体概念図 

   業務システム全体を俯瞰できるものを記載すること。 

  ②システムの特徴 

   システムの特徴や機能を具体的に記載すること。 

  ③他システムとの連携 

   他社システムとの連携の考え方、将来的な他システム導入拡張の可能性などにつ

いて記載すること。 
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（４）カスタマイズの考え方 

   本業務の契約期間内における制度改正等の機能追加・修正の実施方法や費用負担、

費用負担となるカスタマイズの範囲など、カスタマイズの考え方を具体的に記載す

ること。 

（５）セキュリティ・安全対策について 

   パッケージのセキュリティ対策、提案者のセキュリティ対策、ハードウェアの障

害時の対応について、具体的に記載すること。  

（６）データセットアップについて 

   既存データの調査やセットアップ手順、検証などの実施方法について、具体的に

記載すること。 

（７）クラウドサービスについて 

  ①ハード構成、論理構成（仮想化等）、ソフト構成等について記載すること。 

  ②クラウドサービスで利用するネットワークについて、データセンターアクセスネ

ットワークの整備内容等を記載すること。  

（８）職員研修について 

  ①職員研修に対する実施方針 

   システム利用者やシステム管理者が円滑に端末操作等を行えるような操作研修

の実施方針を記載すること。 

  ②研修内容 

   研修方法や研修時期、実施回数、講師数、対象者など具体的に記載すること。 

（９）運用保守について 

  ①運用保守の方針 

   運用保守の方針を具体的に記載すること。 

  ②業務内容 

   保守範囲やシステムの稼働監視、オペレーション、ヘルプデスク、アプリケーシ

ョン保守など具体的に記載すること。  

  ③障害時の対応 

   障害時の対応を具体的に記載すること。 

（10）実施体制・スケジュールについて 

  ①システム構築の体制 

   従事予定者の経験年数やシステム構築等の業務実績、責任体制などを明記したシ

ステム構築の体制図を記載すること。また、本町との役割分担についても具体的に

記載すること。 

  ②全体スケジュール 

   本仕様書で示したスケジュールを踏まえ、スケジュールを具体的に記載すること。 

  ③運用保守の体制 
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   従事予定者の経験年数や運用保守等の業務実績、責任体制などを明記した運用保

守の体制図を記載すること。また、本町との役割分担についても具体的に記載する

こと。 

（11）システム機器構成について 

  ①システム機器構成 

   本業務で導入するシステムの、稼働や安定的な運用を保証するシステム機器構成

や各機器のスペック、推奨理由、障害対策などを分かりやすく記載すること。   

（12）その他特記事項について 

  ①バージョンアップの考え方 

   ア．機能改善などに伴うバージョンアップ 

     本業務の契約終了後において、機能改善などに伴いバージョンアップを行う

時の有償・無償の別、適用方法など基本的な考え方を記載すること。 

   イ．基本ソフト等の更改などに伴うバージョンアップ 

     基本ソフト等が更改される場合において、バージョンアップを行う必要があ

るときの基本的な考え方を記載すること。 

  ②データの抽出・移行 

   一定期間の運用後、本町が他社の新システムに更新する場合を想定し、データの 

抽出や移行、各データのレイアウト仕様書、その他必要な帳票類の提出など、具体 

的な対応を起債すること。また、データ移行に際して極力経費が発生しないような

工夫があれば記載すること。    

③追加提案 

   仕様書に示した要件以外で有効と思われる提案があれば、記載すること。 

    

 


